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１．問題の所在
　日本では、多様な外国人に関わる課題を「地
域」が丸抱えしてきた。国家として移住労働者
の定住化を直視しないままに移民政策の策定
を回避している日本社会では、多様な外国人を
包摂する役割を地域社会が担っているからであ
る（高谷 2019）。実際に、地域によって外国籍
住民を取り巻く事情が異なるため、課題に対
する優先度も一様ではない（川村・近藤・中本 
2009）。そのため、外国籍住民を取り巻く問題
についての調査研究は、外国人定住者が多い自
治体を中心に、労働、社会福祉、ジェンダー、法、
教育といった各領域についてのケーススタディ
が重ねられてきた。
　生涯学習論および社会教育学の領域において
も同様である。在留資格が見直された入管法改
正と国際識字年が重なった1990年以降、多文化
共生は重要な研究課題とされてきたものの、多
文化共生に関連する社会教育・生涯学習行政の
課題についても、事例研究が中心をなしてきた

（矢野 2007；岩﨑 2018；渡辺 2019）。
　他方で、多岐にわたる課題を「地域」が受け
止めてきた背景には、地方自治体が長年にわた
り、在日韓国・朝鮮人に対する差別問題等に丁
寧に対応することによって培ってきた施策の
方法論があることがわかってきた（元森・坂口 
2020；2021）。さらにそれは地域によっては、
国の施策として推進されてきた同和対策事業の

終了（2002年）とも関連している。また、それと
は異なるチャネルとして、冷戦期に発達した姉
妹都市間交流のスキームが冷戦終結後に国際協
力あるいは国際交流という形で外国人を取り巻
く課題を引き受けてきた。さらに、それぞれの
チャネル間には、生活上の課題を共有しなが
ら発達してきた自助グループやそれを支援する
NPOやNGOの活動領域が広がり、結果的に当
事者と支援者等関係者および行政を有機的につ
なぐ役割を果たし、現在も草の根的に多文化共
生の施策の前線を担っている（1）。
　複数のアクターが錯綜する多文化共生施策の
領域について、日本社会の傾向を総合的に論じ
ることは筆者の能力では困難である。そのため
本論文で目指すのは、まずは地域を限定し、現
在まで複数の領域において行われてきた施策を
整理することである。本論文が目的としている
のは、次の２点である。第一に、1990年以前に
遡り、主に生涯学習・社会教育行政の領域にお
いてどのような施策が、外国籍住民を包摂して
きたのかを、地域を限定して記述することであ
る。本論文では、人権教育の長い歴史を持ち、
いわゆる識字・日本語教育を軸に生涯学習・社
会教育行政においても多くの取り組みを行って
きた大阪府大阪市を取り上げる。第二に、大阪
市の施策を現在までたどり、オールドカマーへ
の対応がどのようにニューカマーの外国籍住民
への対応につながっているのかという点を明ら
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かにすることである。
　一般に、日本における外国人や海外につなが
る子どもたちを取り巻く教育施策の研究は、社
会運動研究の一環として取り組まれてきた。そ
のため、地域の実践を報告する調査研究も、当
事者もしくは当事者を分野ごとに支援する団体
の観点からの考察である場合が多い。本論文で
は、そのような社会運動の成果の詳細には立ち
入ることはできないが、行政の施策の変遷をた
どることで、どのような対応がなされてきたの
かを整理し、制度や施策の時間的変遷のなかで
何が結果的に継承されているのかを確認する。
社会運動によって明らかにされた多様な問題点
のなかから、行政が結果的に取り組んだ施策の
みを取り上げるのは、外国籍住民の抱える多様
な課題の射程からするとほんの一部にしかなら
ないかもしれない。けれども、現在の多文化共
生に関する施策が、その展開の責任主体も、取
り組む課題の優先順位も曖昧なものになる傾向
にあるなかにあって、現在まで何が、どのよう
な理由で取り組まれてきたのかを記述すること
には一定の意味があると思われる。
　本論文の構成は次のとおりである。最初に、
大阪市における外国籍住民の現状を確認した後

（１）、大阪市の生涯学習・社会教育行政の歴史

における同和問題と在日韓国・朝鮮人問題の重
なりを確認し（２）、大阪市の生涯学習・社会
教育行政における多文化共生施策を概観する

（３）。その上で、これらの施策が地域で取り組
まれてきた意味について考察する（2）。

２．大阪市の概要
　大阪市は、大阪府中部に位置し、24の行政区
から成る政令指定都市である。市の西側は大阪
湾に接し、市域にも多数の河川や堀を有してい
る。古くから日本とアジアを中心とする海外諸
国との交流の窓口だった大阪は、特に朝鮮半島
との文化的な関わりが深い。人口は約276万人
で、大阪市内には143の国や地域を出身とする
全市民のうちの約5.3％に当たる144,123人の外
国籍住民が居住している（2020年12月末現在）。
これは日本の政令指定都市のなかにおいても最
も高い数字である。在留資格は、人数の多い順
に、特別永住者（全体の約34％）、永住者（全体
の約18.5％）、留学（全体の約15.3％）となってお
り、特別永住者、永住者、定住者、日本人の配
偶者、永住者の配偶者という恒常的な在留が認
められる在留資格をもつ人が全体の６割を超え
ている（大阪市 2020：9）。出身国別では、韓国
及び朝鮮が約６万人と最も多く、次いで中国、

表１　聞き取り先一覧（大阪関連）（3）

2019/01/29 Minamiこども教室A氏（学習支援教室の運営とその背景について）
2019/01/30 大阪市市民局ダイバーシティ推進室B氏、C氏、D氏、E氏（多文化共生施策について）
2019/01/30 特定非営利活動法人コリアNGOセンターA氏（近年の在日韓国・朝鮮人問題について）
2019/01/30 特定非営利活動法人クロスベイズF氏（大阪市生野区の歴史と現在について）
2020/10/23 特定非営利活動法人クロスベイズF氏（大阪市生野区の多文化共生の新たな動きについて）

2020/10/30 大阪市教育委員会D氏、G氏、H氏（大阪市学校教育における外国籍住民の教育の取り組
みについて）

2021/03/08 元大阪府教育委員会社会同和担当社会教育主事I氏（大阪市社会教育行政における外国籍
住民問題の取り組みについて）

2021/03/12 RINK（すべての外国人労働者とその家族の人権を守る関西ネットワーク）J氏、E氏、K
氏（外国籍住民の教育問題に関する全国の動きと大阪府の動きの連関について）

2021/03/16 公益社団法人全国人権教育研究協議会L氏（同和教育および人権教育について）
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ベトナム、フィリピン、ネパールである。24区
のうち外国籍住民が多く住んでいるのは、浪速
区、東成区、生野区、西成区となっている（4）。
なかでも東成区と生野区は韓国・朝鮮人が数多
く住む地域として知られている。
　大阪市東成区と生野区が日本でも有数のコリ
アンタウンとなった背景には、1923年、大阪と
済州島間の定期航路が就航したことがある。大
阪市では、明治時代から市街地周辺に紡績工場
が建設され紡績産業の中心地となっていた。そ
の後、鉄道が敷かれ、各種製造業が盛んになる
と、日清戦争（1894-1895年）の頃には「東洋の
マンチェスター」と呼ばれる工業都市として発
展し、済州島からも定期便で来航する労働者が
流入し、猪飼野地区（現在の東成区と生野区）に
移り住んだ（杉原 1998）（5）。近年ではベトナム
やネパールなどから新たに来日する外国籍住民
も増えている。
　大阪市には多くの外国籍住民が暮らしてきた
長い歴史があるものの、外国籍住民の実態調査
等に着手したのは、1989年に自治省（当時）によ
り国の方針（地域国際交流推進大綱の策定に関
する指針）が示された後になってからである（6）。
1994年11月に外国籍住民施策有識者会議が設置
され、1997年に「大阪市国際化推進基本指針」
により策定され、そのなかで日本語教育の充実
を含めた総合的な国際化施策が提案され、1998
年３月に「大阪市外国籍住民施策基本指針」が
策定される。
　ここには、外国籍住民の人権の尊重、多文化
共生社会の実現、地域社会への参加という三つ
の柱が記された。一つ目の柱に外国籍住民の人
権の尊重が記されたのは、大阪市では「人権で
いうと、同和問題への対応」という意味であり、

「互いに認め合う」といった意味で人権という
考え方に外国籍住民が含まれるとの考え方によ
るという。二つ目の多文化共生社会の実現は、

外国籍住民の不利な状況を改善することが柱と
された。さらに、三つ目の地域社会への参加は、
地方参政権をも視野に入れつつも、実際には日
常生活を送る地域社会への参画を支援するとい
う意味が込められていた（7）。
　「大阪市外国籍住民施策基本指針」は2004年
に改定されている。これは2020年９月にさらに
改定され「大阪市多文化共生指針」として策定
された。「大阪市多文化共生指針」は、外国籍
住民だけではなく、日本に国籍があっても外国
にルーツをもつ住民の増加を受けて、外国につ
ながる市民も対象に含むもので、「多様な言語・
手段による情報提供、相談対応の充実」、「日本
語教育の充実」、「外国につながる児童生徒への
支援の充実」、「災害に対する備えの推進」、「健
康で安心して生活できる環境づくり」、「多文化
共生の地域づくり」という基本的な方向性が記
されている。ここには、生活保障から災害時の
対応、留学生への支援、地域づくりへの参加な
ど多様な観点が含まれる（8）。ただし、大阪市の
場合も、歴史的に多くの外国人住民との共生を
継続してきた川崎市や京都市と同様、外国籍住
民に対する包括的な施策の前段階に、教育領域
における数多くの議論が重ねられてきた（9）。そ
の一部は、平成13（2001）年に在日外国人教育の
基本理念とその具現化を図るための「在日外国
人教育基本方針」として反映された（10）。以下
では広義の教育領域としての生涯学習・社会教
育行政における外国籍住民に対する施策を中心
に、これまでの経緯を概観する。

３�．生涯学習・社会教育行政のなかの同和行政
と外国籍住民に対する施策との重なり
３−１　社会教育行政と同和行政
　社会教育は、歴史的に、公教育の周縁に置か
れた人々を包摂する機会として機能してきた。
明治期に学制が敷かれ、義務教育期間が延長さ
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れるなど学校教育が徐々に整備されてもなお、
さまざまな事情で義務教育を受ける機会が限ら
れ、不十分なまま留め置かれた人々がいた。第
二次世界大戦後の社会においても、社会教育行
政が対象とする成人たちは多様な背景をもつ青
年や成人たちだった。
　大阪市の社会教育行政の歴史を振り返ると、
外国籍住民に対する施策より先に同和行政が多
様な背景をもつ人々を包摂していたことがわか
る。京都市での「オールロマンス事件」（1951年）
の翌年、大阪市では、大阪日本紡績での差別に
よる部落出身女工の集団帰郷（1952年）、大阪市
立W中学校での差別事件（1952年）を契機に、同
和対策のあり方が問われることとなり、翌年
1953（昭和28）年２月に「大阪市同和事業促進協
議会」が結成された（西口 2019：7）。その後、
1956（昭和31）年民政局を主とする地区改善事業
が展開される。地区改善事業とは、住宅環境
を改善するとの名目のもとに住居の移転や土木
工事を伴う長期の事業であるが、社会教育行政
のなかでは「新生活運動」という生活改善、例
えば集会時間の励行・簡素化・合理化、街の美
化を促す啓発に関わる事業としても展開された

（西口 2019：27）。
　1965（昭和40）年、国の同和対策審議会答申を
受け、大阪市は、本格的に同和行政に取り組む
ための行政機構として、全国に先駆け「同和対
策部」を新設した。また翌年1966（昭和41）年に
は「大阪市同和教育基本方針」を策定し、1970

（昭和45）年には同和地区における社会教育の諸
条件を整備するために同和地区解放会館条例を
制定し、解放会館への社会教育主事の配置を実
現した（西口 2019：29）（11）。
　大阪市同和教育基本方針の策定後、具体的に
は次のような事業が展開された。まずは、識字
学級が実現した。大阪市における識字学級は、
被差別部落の部落解放運動のなかで1960年代

半ばから興ってきた運動が始まりである（田中 
2008：6）。そのなかで、すでにX地区で「輪読会」
として始められていた識字学級が市の事業の一
環として取り組まれるようになった。1966（昭
和41）年にはY地区、Z地区においても市の事業
として識字学級が実現した。さらにそれらの地
区において、「職業育成、成人講座、部落問題
講演会、婦人リーダー講習会」といった別の事
業も展開されるようになる（西口 2019：32）。
　当初は、民生福祉事業として取り組まれてき
た同和対策が、1960年代以降、教育事業として
取り組まれるようになった背景には、度重なる
差別事象があった。1968（昭和43）年10月の「大
阪市同和対策審議会答申」で、同和地区の社会
教育の重要性について言及され、「住民の自主
的・組織的な活動の組織化に努めるため、社会
教育主事の体制を整備し、市民館を社会同和教
育の拠点として社会教育主事を常駐させる」と
提言されたことから、「昭和44年10月に、９月
に採用した３名の社会教育主事補をX、Y、Z
市民館に配置」したという（西口 2019：53；匿
名化は引用者による）（12）。いずれも当初は「同
和社会教育指導員」、「教育相談員」、「婦人相談
員」として配置された指導員や社会教育主事が
教室の運営に関わっていた。12の同和地区にお
ける識字学級は、このような指導員によって献
身的に支えられていたという（13）。

３−２　国際識字年と識字・日本語の学習
　同和地区で熱心に取り組まれた識字学級は、
やがて外国籍住民たちにとっても重要な場に
なっていく。実際には、自主的な識字・日本語
の学習のニーズは高く、公立中学校での夜間学
級のほかに、民間にも数多くの試みがあった。
朝鮮通信使の研究者でもある辛基秀氏が主宰す
る「青丘文化ホール」で行われていた、岩井好
子による自主夜間中学「麦豆教室」は、よく知
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られた例である（岩井 1990）（14）。また、夜間中学
のなかった生野区で地元の有志によって1977年
に始められた生野オモニハッキョは、日本での
先駆けとなった例だった。このような各地での
実践、すなわち同和地区における識字学級、公
立中学校での夜間学級、民間の自主夜間中学や
識字教室で、識字・日本語学習を必要とする多
様な人々が集っていた。そしてこれらの教室
につながる学習者や支援者が一つにまとまった
きっかけになったのが、1990年の国際識字年だっ
た（国際識字年推進中央実行委員会 1991）（15）。
　国際識字年は、国連によって定められた国際
年の一つで、1990年当時、日本でも各地で数々
のプログラムが開催された。この国際識字年と
それに続く国際識字の10年をめぐる日本での動
きの端緒となったのが、大阪府および大阪市
だった。なかでも、大阪府・大阪市の社会教育
関係者を中心に企画され実施された一連のイベ
ントは、その企画過程で組織された「国際識字
年推進大阪連絡会」が大きな役割を果たした。
ここには、大阪において識字教育に関わってい
た多様な関係者が集まった（16）。
　大阪連絡会が中心となって開催されたのが、
前年の講演会である。1989年８月31日、ブラジ
ルの教育学者パウロ・フレイレを招聘しての講
演会が開催された。「1990年国際識字年キャン
ペーン、すべてのひとに文字を」というテーマ
のもとに約800名が参加したという（国際識字年
推進中央実行委員会 1991）。全国でも「国際識
字年推進中央実行委員会」が組織され、国際識
字年は全国的な取り組みとなった。中央と大阪
とそれぞれの委員会に加盟する団体は、同和問
題に取り組む部落解放同盟のような団体から、
各地で識字教育に携わっていた夜間中学や教職
員組合といった民間の教室や公立学校の関係
者、そして在日韓国・朝鮮人の差別問題や教育
問題に取り組む団体が一堂に会するというまれ

な機会となった。
　さらに、識字問題という共通する課題のもと
に集まった関係者たちの動きを、その後の生涯
学習・社会教育行政につなげていったのが、第
一に、大阪府・大阪市の援助によって実現した

「よみかき交流会（よみかきこうりゅうかい）」、
第二に、公的な識字学級としては同和地区以外
で初となる北市民教養ルームでの「よみかき茶
屋」の開設、そして第三に「大阪市識字施策推
進指針」の策定である。
　まず、「よみかき交流会（よみかきこうりゅう
かい）」は、大阪府・大阪市教育委員会の援助
によって、国際識字年推進大阪連絡会が1990年
度から現在まで継続している会である。毎年１
回、大阪府や大阪市内の識字学級や夜間中学、
日本語教室で学ぶ人たちが一同に会してお互い
の経験や思いを共有するために、識字作品を発
表したり、分科会で交流するもので、1990年代
には700名規模で開催されていた（大阪市地域日
本語教育推進委員会 2000：140-141）。
　次に、「よみかき茶屋」は、大阪市教育委員
会が新たに設置した教室である（柴田 2016：
90-106）。平成２（1990）年の国際識字年を契機
に、同和地区以外に居住する人に向け、同年５
月から成人学校の一つの講座として開催され
た「にほんごよみかき」をルーツとしている。
当初は12回講座と限られた回数・期間で、夜間
中学の先生などのボランティア講師の協力を得
て、７人の学習者と７人の講師でスタートした。
その後、増え続けるニーズに応えるために、北
市民教養ルームでは通年の教室として拡充し、
名称も「よみかき茶屋」と改称し、夜間のみな
らず昼間にも教室を開催するようになった（西
口 2019：79-80）（17）。これがその後、社会教育
施設における日本語教室の開設につながってい
く（西口 2019：104）。
　最後に、「大阪市識字施策推進指針」は、平
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成５（1993）年に策定された市の識字施策のガイ
ドラインである。これは、「だれもが人間とし
て尊重され、だれもがいきいきと暮らし、だれ
もが楽しく学ぶ」ことを目指して制定された。
識字とは「単に文字を操作する力に止まるもの
ではなく、社会の主体的な構成員として、その
社会自身をより良いものへと作り変えていける
ような、一連の知識、資質、技能、態度、能力、
これらを身につけていく取組の総体」と定義さ
れた（18）。
　このように大阪市では、国際識字年を契機に
多様な識字・日本語学習活動が展開された。

３−３�　多様な学習機会のなかの識字・日本語
学習

　同和対策事業として運営されていた識字学級
が、公式に地区外の住民や外国籍住民にも開か
れた場となっていくのは、1999年、識字学級が
同和対策事業から一般施策事業となってからで
ある（田中 2008：7）。
　1999年１月に大阪市は、「大阪市識字学級・
日本語読み書き教室等実態調査」を実施した。
この調査は、「従来からの識字施策の蓄積を生
かしつつ、多文化共生社会に向けての地域にお
ける日本語交流を通じた国際理解・国際交流の
あり方を検討し、ひいては識字・日本語教育を
トータルにとらえる大阪市の地域識字・日本語
教育推進体制の検討を図る」ことを目的として
いた。実際には、教室が実施されている施設の
系統別に三つの部会が設定され、学習者像、学
習者のニーズ、学習内容、教室運営方法、学習
支援者の類型について、質問紙とヒアリングと
で丁寧な調査がなされている。このときに判
明しているのは、12の識字学級に学ぶ328名の
登録者数のうち、韓国および朝鮮国籍の人が
11％、その他の日本以外の国籍の人が５％在籍
していたことである（田中 2008：8）。そしてそ

の内容を細かく見ると、地域によっては、中国
からの帰国・来日者が多く、中国語による日本
語教室が開催されたり、あるいは中国、タイ、
韓国・朝鮮、メキシコ、モロッコ、アルゼンチン、
ネパールなど多国籍にわたる人が通う教室で
は、１対１もしくは１対２の個人指導が取り入
れられるなど、その地域のニーズに合わせてそ
れぞれに展開されていることだった（大阪市地
域日本語教育推進委員会 2000：81-83）。さら
に、学習者のニーズに合わせるといっても、学
習支援者がそれまで行ってきた方法が、識字教
室のフォーマットにのっとったものなのか、そ
れとも日本語学習のフォーマットにのっとった
ものなのかによって、学習目的も学習内容も変
化する。結局、日本語学習には、日本語を一か
ら学ぶことを目的とする「基礎日本語学習」と、
日本社会での生活力を重視する「地域日本語学
習」、そして話し言葉には困らないが非識字状
態にある人に向けた「資格や職業を指向した日
本語学習」があり、「従来の日本語学習におい
てはこの区別が曖昧だったため、混乱」が見
られ（大阪市地域日本語教育推進委員会 2000：
143）、どのような識字・日本語教室を開催する
のかという点に関しては、「各識字学級現場で
教室の在り方を巡って迷走と思える状態」（19）が
続いていた。
　現在、大阪市教育委員会の資料によると、大
阪市の識字・日本語教室には三つの類型がある

（2019年）。第一に、識字学級（20教室、８区）で
ある。これは現在も、「差別や貧困、歴史的経
緯などにより学習機会を得られなかった人や、
新たな渡日者や外国籍住民など、様々な理由に
より、読み書きや日本語の会話等に不自由して
いる人々の実生活に即した多様な基礎的ニーズ
に応える開かれた成人基礎教育の場」である。
第二に、地域識字・日本語交流教室（15教室、
14区）である。これは、「地域に身近な小学校を
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活用した生涯学習ルーム事業の一環として、地
域住民どうしの交流を中心とした、文字のよみ
かきや日本語学習支援の場。様々な人に開かれ
た教室として、市民ボランティアが地域・異文
化理解のための相互学習を行う」ものである。
第三に、社会教育施設モデル教室である。これ
は、「市内の識字・日本語学習支援のモデル教
室として、開設。多様な学習ニーズに応えるた
め、実験的・先進的な取り組みや教材・プログ
ラムの開発・ボランティア研修の企画等を行っ
ている」ものである。
　ただし、大阪市地域日本語教育推進委員会の
報告書（2000年）によると、大阪市の識字・日本
語教室の類型はさらに複雑なものである。少な
くとも、義務教育未修了者を対象とする中学校
夜間学級という学校教育の領域のほかにも、公
的社会教育のなかに、（１）前出の「よみかき茶
屋」を含む社会教育施設識字・日本語教室、（２）
2000年以降文化庁委託研究事業をきっかけに整
備された生涯学習ルーム地域識字・日本語交流
教室、（３）同和対策事業における識字学級の流
れをくみ「識字は人間が人間としての自らを解
放していく営みである」（大阪市識字施策推進指
針）という共通認識を引き継ぐ解放会館識字学
級（のちに青少年会館識字学級）、（４）その他の
生涯学習関連施設で地域のニーズに応じて開催
されることになった識字・日本語教室がある。
これらに加えて、大阪YWCAが中国帰国者向
けに開催している日本語教室や、公益財団法人
大阪国際交流センターが主宰する各種の日本語
教室、現在はキリスト教系の民間コミュニティ
センターである聖和社会館で開催されている生
野オモニハッキョ、前出の麦豆教室といった、
民間の識字日本語教室がある（大阪市地域日本
語教育推進委員会 2000：142、図２「大阪市識字・
日本語学習システム」；田中 2008：19, 図１「大
阪市内の識字・日本語の学習機会」参照）。

　また現在のところ、大阪市内で公的社会教育
として実施されている識字・日本語教室は、市
内24区中21区に43教室である（20）。広域性の強
い、社会教育施設での教室と一部の民間の識字
日本語教室のほかは、地域密着度の高い教室
が展開されていることこそが、大阪市におけ
る識字・日本語教室の大きな特徴となっている

（大阪市地域日本語教育推進委員会 2000：143-
145）。ただし、それぞれの教室で行われている
学習内容やその目的までは、学習者本人にはわ
からない。「差別という社会意識・構造の問題
を背景とした学習者個人の心理（感情等）や意識

（考え方等）の側面に向き合う」識字学級で行わ
れてきた学習と、「一人ひとりの学習者の家族
問題や異文化間コミュニケーションの問題、ま
た就労やビザといった社会生活上の排除といっ
た具体的な文化・社会的課題を扱うことが多い」
地域の日本語学習では、学習の目的や内容に大
きな相違があり、大阪市における識字・日本語
の学習機会をどのように位置づけ直せるのかと
いう課題が残されている（田中 2008：31-33）（21）。

４．生涯学習・社会教育行政と多文化共生
４−１�　「生涯学習大阪計画」における外国籍

住民対象事業
　大阪市における識字・日本語教室は、各地域
における必要性に基づき、取り組まれてきた。
入管法の改正と国際識字年の他にも生涯学習振
興法の制定が重なった1990年以降は、大阪市の
社会教育・生涯学習施策にはより普遍的な二つ
の観点が組み込まれるようになる。一つは、生
涯学習計画のなかに外国籍住民の存在を当初か
ら想定し人間尊重の考え方を取り入れてきたこ
と、もう一つは、識字・日本語教室も含めた成
人教育という観点を取り入れたことである。
　大阪市では平成４（1992）年から、現在まで３
次にわたる生涯学習計画を策定してきた。現在
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第３次計画が延長され、2022年度から第４次の
計画の実施期間になる（22）。この間、生涯学習
大阪計画において、生涯学習の理解をめぐって
は、次のような変遷が見られる。
　第１次生涯学習大阪計画（1992-2005年）は、

「基本的人権、自由、民主主義、ノーマライゼー
ション等の人間尊重の考え方を基本として、一
人ひとりが人生のあらゆる段階や場面におい
て、できる限り自己実現をめざし、自己に適し
た手段・方法を選んで、自ら進んで行う自己教
育活動であるとともに、学習者がその成果を社
会に広げ、よりよい社会への変革を担っていく
ことができるための学習」と記した。第２次生
涯学習大阪計画（2006-2017年）は、前計画を継
承するとともに、「市民一人ひとりが身近な問
題について主体的に考え、ともに解決に当たる
という、自律し連帯する力である『市民力』（23）

を獲得するための学習」とされている（24）。第
３次ではさらに、「人口減少、少子高齢化、地
域コミュニティの変化など、さまざまな変化が
見られる社会状況の中で、市民が主体的にか
つ継続して生涯学習活動をつづけていくため
に、『市民同士が交流を図り協働する中で、連
携による新たな学習や価値を創造していく取
組』を生涯学習の考え方に加え」たと記されて
いる（「生涯学習大阪計画」プロジェクト会議 
2018：2）。
　第２次から第３次に改訂される間に、大阪市
の外国籍住民が2006年には77,935世帯（122,548
人 ）だ っ た の に 対 し2015年 に は86,687世 帯

（121,073人）と、世帯数が増加しいていること
が指摘され、また「本邦外出身者に対する不当
な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関す
る法律」（2016年）が制定されていることが記さ
れた。たしかに、計画のなかに外国籍住民に向
けた新たな取り組みが記されているわけではな
いものの、施策の基本的な方向について、「孤

立化」のリスクが高い人々に「社会的包摂の視
点をもって、情報発信、学習機会の提供を行
う」ことが記され、また「市民や企業、市職員
に対して、一人ひとりの人権を尊重し差別のな
い共生社会づくりのための啓発及び学習機会の
提供」を行うことが記された（「生涯学習大阪計
画」プロジェクト会議 2018：18-20）。
　本計画のなかで外国籍住民を主な対象とする
事業として注目に値するのが、「成人基礎教育
の機会・場の充実」という項目である（「生涯学
習大阪計画」プロジェクト会議 2018：20）。必
ずしも外国籍住民だけではなく、「さまざまな
理由から日本語の読み書き、会話等に不自由し
ている方々」が対象である。ここには、識字・
日本語学習だけではない内容、すなわち「読
み・書き・計算・コンピュータ操作」をはじめ
として「社会のなかで成人が課題に対応しつつ
生きるための基礎力」を培うような教育の必要
性が示されている。成人基礎教育については注
記にて「狭義には成人の識字、計算、母語とは
別の当地の言語、さらにコンピュータなどを含
めてのコミュニケーション能力の形成を意味す
るが、広義には成人として義務教育段階以上の
学力を備え、人間らしい生活を営み、社会に働
きかけ得る能力の獲得のための教育」と解説さ
れる。例えば、平成31（2019）年に策定された東
京都の教育振興基本計画「東京都教育ビジョン
第４次」や横浜市生涯学習指針といった、他の
自治体の類似の計画の内容と比べても、対象そ
して事業内容の明確さが際立っており、成人基
礎教育に関する理解もEUにおける理解と同様
の内容である（25）。実際の現場では、けっして
簡単ではなく、学習者および学習支援者にとっ
ても成人基礎教育の内実については共通してい
るわけではないものの、本計画において成人教
育として取り組まれる識字・日本語教室の意味
が明確に示されている点は特筆できる。
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４−２�　「多文化共生指針」における生涯学習・
社会教育関連事業

　1998年３月に策定された「大阪市外国籍住民
施策基本指針」は、2004年に一度改定されたの
ち、2020年９月にさらに改定され「大阪市多文
化共生指針」となった。「大阪市多文化共生指
針」は、令和２（2020）年度から４（2022）年度を
カバーする行動計画（2020年）とともに、現在の
大阪市における多文化共生施策のガイドライン
となっている。ここに記されている生涯学習・
社会教育関連の施策を見ることで、広義の教育
領域の施策の方向性を整理する。
　「大阪市多文化共生指針」は、六つの基本的
な方向性のもとに、取り組みの方針が示されて
いる。この六つの方向性のもとに作成された３
年間の行動計画も同時に策定された。このなか
の生涯学習・社会教育関連事業には、大きく分
けて三つの分野がある。第一に、日本語教育お
よび母語支援の充実に関わる事業であり、第二
に、子どもの保護者に対する事業であり、第三
に、社会参加・参画を実現するまちづくりに関
わる事業である。
　第一の教育および母語支援の充実に関わる事
業としては、教育委員会事務局による外国語資
料の収集がある。これは中央図書館にける国際
理解教育および在住外国人のニーズに応える事
業である。また、教育委員会事務局による「識
字推進事業」識字・日本語教室の開催ほか関連
する識字・日本語教室事業のほか、経済戦略局

（大阪国際交流センター）による日本語学習支援
事業がある（大阪市 2020b：2-6）。
　第二の子どもの保護者に対する事業として
は、教育委員会事務局による「外国からの児
童生徒の受け入れ・共生のための教育推進事
業」がある。これは大阪市内４カ所に共生支援
拠点を設置し、各拠点にコーディネーターを配
置する事業（26）であるほか、「学校や保護者から

の様々な相談に応じる多文化共生教育相談ルー
ム」の相談機能を充実させるための事業であ
る。さらに、中央区では「保護者等の困りごと
相談事業（中央区多文化共生のまちづくり推進
事業）」を2020年度から新規に立ち上げ、学校
園で当たり前とされる行事、ルール、連絡等の
困りごとを抱えている保護者を支援する事業で
ある（大阪市 2020b：7-11）。
　第三の社会参加・参画を実現するまちづくり
に関わる事業としては、東淀川区の「防災をテー
マとした地域連携課題解決型学習」、経済戦略
局による「外国人留学生との連携拡大及び企業
支援」（27）、港区による「多文化カフェ」、生野
区による「『やさしい日本語』から、つながろう」、
経済戦略局（大阪国際交流センター）による「多
文化共生社会を担う外国人住民サポート」、「ボ
ランティア育成・活用事業」、「NPO等とのネッ
トワーク連携事業」がある（大阪市 2020b：15-
29）。
　このほかにも学校教育とも重なる領域で、教
育委員会事務局による外国籍の生徒に対する

「進路指導の充実」、義務教育未修了または実質
的に十分な教育を受けられないまま中学校を卒
業した人に対する「中学校夜間学級における教
育の充実」、国際クラブ等の取り組みを含む「国
際理解教育推進事業」、経済戦略局（大阪国際交
流センター）による「学校及び各区と連携した
青少年国際理解出前講座」も、広義の教育領域
における大阪市の幅広い多文化共生事業に該当
する。

５．考察
　大阪市の生涯学習・社会教育行政と多文化共
生施策がどのように交差するのかという点を、
市の施策の経緯を中心に概観した。大阪市の生
涯学習・社会教育行政としては識字・日本語教
室がそのほとんどだったとの見方もできる（28）。
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けれどもその背後には、同和地区における識字
学級の経験が継承された地域密着型の教室展
開、国際識字年をきっかけに拡充された識字・
日本語教室の豊かな広がり、また現在において
はそれが「成人基礎教育の機会・場の充実」（生
涯学習大阪計画）という国際社会における理解
と同等の水準での取り組みにつながっているこ
とがわかった。
　大阪市の生涯学習・社会教育行政における「地
域」は、三層に渡る「学習圏」が整備されてき
たことで成立している。これは、平成４（1992）
年に策定された第１次の「生涯学習大阪計画」
で示された仕組みで、徒歩や自転車の範囲で行
き来できる範囲の学校施設を利用した「生涯学
習ルーム」のある地域と、それよりも広い区域
の「市民学習センター」のあるターミナル、さ
らに全市をカバーする「総合生涯学習センター」
のある広域という三つの区分を指す。その後、
これは小学校区、区域、広域の三区分に改定さ
れたが、現在も市民に最も身近な日常生活圏と
しての学習圏が「地域」であることが共有され
ている。この点が、施設中心の生涯学習・社会
教育行政を可能にしてきた。
　ただし、施設中心の、地域密着型の生涯学習・
社会教育行政を大阪市のような大都市で今後も
維持していくことは容易ではない。大阪市の外
国籍住民は、たしかに恒常的な在留が認められ
る在留資格をもつ人が全体の約６割ではあるも
のの、彼らが長期間、一定の場所に居住すると
は限らず、再開発が進む都市部においては開発
が進むたびに地域住民も入れ替わる（29）。地域
はつねに作られる必要がある。今後も増え続け
る外国籍住民を含む多様な人々を包摂する地域
を成立させるためには、豊かで多様な識字・日
本語教室に加えて、人々の社会参加・参画を実
現する地域づくり・まちづくりに関わる領域の
重要性が増すものと思われる（30）。

【注】
（１）	 2005（平成17）年に設置された「多文化共生の

推進に関する研究会」（総務省）の提言を受けて
2006（平成18）年に策定された「地域における
多文化共生推進プラン」以降も、国において
は2018（平成30）年閣議決定された「外国人の
受け入れ環境の整備に関する業務の基本方針
について」が示され、そのなかに「生活者と
しての外国人に対する支援」が盛り込まれ、「多
文化共生総合相談ワンストップセンター」の
設置等が提言された。2019（令和元）年に「多
文化共生の推進に関する研究会」（総務省）が再
始動し、2020（令和２）年「多文化共生の推進
に関する研究会報告書：地域における多文化
共生の更なる推進に向けて」が刊行された。

（２）	 本論文は、JSPS科研費 18K02317および、社
会学部の元森絵里子、藤川賢とともに行って
きた一般プロジェクト研究「在日外国人等を
対象とする教育・生活支援施策の展開と現代
的課題」（2020年度）の成果の一部である。なお、
大阪市に関しては、特別推進プロジェクト「内
なる国際化に向けた生活保障システムの再編」

（2017-2019年度）で実施した聞き取り調査の記
録も参照している。ただし本論文は、生涯学習・
社会教育行政を中心に記述する内容であるた
め、調査研究で行われたすべての聞き取り調
査の結果を反映しているわけではない。

（３）	 貴重なお時間をいただいた皆様に心より御礼
申し上げます。なお本論文における聞き取り
調査にもとづく記述や表現に関する責任はす
べて執筆者が負うことを明記します。

（４）	 大阪市市民局「大阪市の外国人住民数等統
計 の ペ ー ジ 」,  https://www.city.osaka.lg.jp/
shimin/page/0000431477.html, 2021/8/13 
accessed.

（５）	「明治二〇年代になると、市街地周辺に紡績工
場が次々と建つようになり、大阪は紡績産業
の中心地となった。日清戦争のころには、大
阪は「東洋のマンチェスター」と呼ばれるよ
うになった」『大阪市の歴史』（大阪市史編纂所
編　1994：258-259）。

（６）	 外国籍住民に関する研究会の設置は、平成２
（1990）年の在日韓国・朝鮮人関連団体からの
要望が直接のきっかけだった（大阪市市民局ダ
イバーシティ推進室B氏への2019/01/30の聞き
取りによる）。
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（７）	 大阪市市民局ダイバーシティ推進室B氏への
2019/01/30の聞き取りによる。

（８）	 大阪市市民局ダイバーシティ推進室B氏への
2019/01/30の聞き取りによる。

（９）	 この教育領域にとって最も重要なのは民族
学級をめぐる動きである。大阪市において
も、1930年代から自主的に夜間小学校といっ
た形式で朝鮮語の授業が行われた事実を経て、
1948年の阪神教育闘争につながる動きがあっ
た。1949年の朝鮮人学校・改組閉鎖命令後、
激しい差別の状況を経験しながら、1950年代
には朝鮮学校を整備しようとする動き、公立
学校での民族学級設置の動きなどが見られた。
大阪市では小中学校の教員による大阪市外国
人子弟教育問題研究協議会（1965年）が発足し、
1970年には大阪市学校教育指針で在日外国人
教育の推進が言及されるなど、公立学校にお
ける取り組みも進んでいる（特定非営利活動法
人コリアNGOセンターA氏への2019/01/30の
聞き取り；大阪市教育委員会D氏、G氏、H氏
への2020/10/30の聞き取り；RINK J氏、E氏、
K氏への2021/03/12の聞き取り；公益社団法人
全国人権教育研究協議会L氏への2021/03/16の
聞き取りによる）。ただし本論文では、生涯学
習・社会教育行政を中心とするため、大阪市
における民族学級の動きと公立学校の連動に
ついては十分に記述することができなかった。

（10）	 当時、別団体で活動していたA氏は、大阪市
教育委員会とともに、従来の「大阪市学校教
育指針」ではなく「方針」を策定することが
重要だと考え何度も協議を重ねた（特定非営利
活動法人コリアNGOセンターA氏への2019/ 
01/30の聞き取りによる）。

（11）	 なお、当初、市民館に配置された社会教育主
事は青少年教育支援者であったが、同対審答
申後の昭和44年には現行の社会教育主事制度
の下での社会教育主事が配置されるように
なった。

（12）	 大阪市の同和地区における市民館については、
名称と位置づけが何度も変更されている。社
会福祉法に基づく「隣保館」に当たる「市民館」
を1963（昭和38）年から２年かけて同和地区の
うち六地区に建設していたが、1965（昭和40）
年の大阪市地区改善対策審議会より「同和地
区隣保館（市民館）の建設運営に関する中間報
告」が提出されるとともに、「市同和対策審議

会答申」が出されたことで、市民館は「部落
解放の拠点としての解放会館」へと報告が変
わった。2000（平成12）年４月からは、「解放会
館」は「人権文化センター」と解消し、その
運営を「社団法人大阪市同和事業促進協議会」
が受託することになった（西口 2019：39）。

（13）	 元大阪府教育委員会社会同和担当社会教育主
事Ｉ氏への2021/03/08の聞き取りによる。

（14）	 麦豆教室の名称は、朝鮮の書堂（寺子屋）にお
いて村の長老が男子にのみ読み書きを教えて
いたがその謝礼が「麦ひと握りでも豆一合で
も、何でもよかった」ことに由来する（岩井 
1989）。

（15）	 元大阪府教育委員会社会同和担当社会教育主
事Ｉ氏への2021/03/08の聞き取りによる。

（16）	 加盟団体（1990年９月１日時点）は、近畿夜間
中学校連絡協議会大阪部会、民族差別と闘
う大阪連絡協議会、麦豆教室（自主夜間中学
校）、大阪府教職員組合、日本の学校に在籍す
る朝鮮人児童生徒の教育を考える会、部落解
放同盟大阪府連合会ほか、17団体だった（内山 
1991：3-4）。

（17）	 平成14（2002）年以降は、総合生涯学習セン
ターの開館にともない「よみかき茶屋」も活
動拠点を総合生涯学習センターに移してい
る。現在は毎週木曜日の10時から12時、「日本
に住んでいる外国人や日本人の中で、日常生
活や就職などのために、基礎的な日本語の会
話やよみかきの学習が必要な人たち」を主な
対象とし、また中学校夜間学級卒業生が、卒
業後の学び場としても参加できる教室として
運営されている（識字・日本語センターHP, 
https://call-jsl.jp/class/o-kitaku/, 2021/8/18 
accessed.）。

（18）	 大阪市教育委員会事務局生涯学習担当作成
資 料（ 令 和 元 年 ９ 月17日 ）を 参 照（https://
www.city.osaka.lg.jp/joto/cmsfiles/contents/ 
0000481/481119/kodomotoujitsu3.pdf, 2021/ 
8/18 accessed.）。

（19）	「対象者の視点で見れば、在日韓国・朝鮮籍の
方が多く参加している社会教育施設識字学級
モデル教室、旧同和地区の非識字者が多く参
加している青少年会館識字学級、そして釜ヶ
崎の元野宿生活者が多く参加している『もじ
ろう会』（民間の識字・日本語教室の例＝引用
者注）では、それぞれ雰囲気も取り組みも異
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なっている。また、同じ枠組み、対象である
青少年会館識字学級の12学級を見ても、（中略）
漢字の書き取りをしている人もいれば、生い
立ちを綴っている人、パソコンでの文書作成
をしている人等、個々人によって違った取り
組みがなされているのである」（田中 2008：18-
19）。

（20）	 大阪市教育委員会事務局生涯学習部生涯学
習担当の「識字・日本語教室一覧」による

（https://www.city.osaka.lg.jp/kyoiku/page/ 
0000467220.html, 2021/8/19 accessed.）。

（21）	 民間ユネスコ機関が運営する日本語教室「び
わこ日本語ネットワーク・長浜ユネスコ協会
日本語教室」を調査した今西幸蔵は、日本語
教室が社会教育・成人教育の領域につながる
必要課題であるとして、情報提供だけではな
く、「学習相談できるような生涯学習推進体制
が求められ、その内容もインフォメーション
機能の拡充だけでなく、学習相談に至るレファ
レンス機能やカウンセリング機能の整備が必
要」と指摘している（今西 2003：32）。

（22）	 大阪市HP「第３次「生涯学習大阪計画～ひ
と・まち・まなびをつなぐ生涯学習～」の
期間延長及び計画の修正版について」参照

（https://www.city.osaka.lg.jp/kyoiku/page/ 
0000531973.html, 2021/8/19 accessed.）。

（23）	 第２次計画では、「自分たちでものごとを決め、
社会的な課題に対してはともに解決に当たる
という市民一人ひとりの、自律し連帯する力」
と定義、第３次計画では、市民力の概念を拡
張し、「自分たちでものごとを決め、社会的な
課題に対してはともに解決に当たるという市
民一人ひとりの、自律し連帯する力。さらに
は、市民同士が交流を図り協働する中で、連
携による新たな学習や価値を創造していく力」
と定義している（「生涯学習大阪計画」プロジェ
クト会議 2018：2）。 

（24）	 第２次計画では、「識字学級」、「地域識字・日
本語交流教室」やボランティア養成などの識
字施策をふまえて「大阪市識字施策推進指針」

（平成５年、1993年策定）を改訂し、総合的な
施策の推進と非識字者のエンパワメントを図
る」ことが重要だとの記述がある（大阪市生涯
学習推進会議, 2006：33）

（25）	 筆者が研究対象としてきたEU加盟国である
デンマークも、2018年一般成人教育法が策

定され、義務教育と同等かそれ以上の成人
基礎教育が全国に29ある公立の成人教育セ…
ンター（Voksenuddannelsescentre：VUC）で
提供されている。外国人のためのデンマーク
語講座はデンマーク言語センター（De Dansk 
Sprogcentre）に連なる各種の語学学校によっ
て提供されるが、一般成人教育は、移民や難
民として学齢期を過ぎたあとデンマークに定
住することになった18歳以上の成人が、職業
教育のコースに進学する前提となる基礎教育
を受ける機会となっている（デンマーク子ど
も教育省HP, https://eng.uvm.dk/, 2021/8/19 
accessed.）。

（26）	 本論文では詳細に立ち入ることができなかっ
たが、大阪市教育委員会でのヒアリングの際
に、この事業が実現するまでに多くの調査研
究および実践の積み重ねがあることをご教示
いただいた（大阪市教育委員会D氏、G氏、H氏
への2020/10/30の聞き取りによる）。

（27）	 ただし2021年度、2022年度は休止（大阪市 
2020b：22）。

（28）	 元大阪府教育委員会社会同和担当社会教育主
事Ｉ氏への2021/03/08の聞き取りによる。

（29）	 ただし同和政策と地域の関係を研究する矢野
によると、戦後日本型社会保障システムは、

「『ほんとうに支援を必要とする人』のための
社会政策ではなく、その実、地域を経済的に
活性化させるための資源投下による『まちづ
くり』」であったため、「『ほんとうに支援を必
要とする人』が地域に取り残され続けるとい
う構造」にあるという（矢野 2016：234）。

（30）	 生野区で多文化共生のまちづくりに長くかか
わるF氏によると、生野のまちは「多国籍、多
民族のまちに大きく変わろうとしている過渡
期」にあり、さまざまな人がそのままで「自
然に生きていけるような、そういうまち」を
どのようにつくるといいかという観点から特
定非営利活動法人IKUNO・多文化ふらっとが
形成されるなど、新しい動きが見られるとい
う（特定非営利活動法人クロスベイズF氏への
2020/10/23の聞き取りによる）。
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